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研究成果の概要（和文）：本課題は左派政権から右派ボルソナーロ政権の期間において、ブラジルの政権交代が
森林面積減少に影響を与えているかを文理横断で科学的に検証しようとしたものである。右派政権時は大規模・
小規模な伐採ともに増加した。これは、右派政権の環境軽視の姿勢および、コロナウイルスによる違法伐採巡視
の弱体化が、小規模・大規模農業主ともに農地拡大の機会を与えたと考えられた。大規模な伐採が行われた自治
体の多くが、海外に輸出される農作物を生産していた。一方、小農の生産は品質基準がネックとなり、生産地か
ら近い場所に流通することが多いことがわかった。

研究成果の概要（英文）：This project aims to examine whether the regime change in Brazil had 
impacted the Amazon forest loss, during the period of left-wing administration to the right-wing 
Bolsonaro administration. Under the right-wing government, both large-scale and small-scale forest 
clearance had increased. This is supposed to be the right-wing government's ignorance about the 
environment and the weakening of illegal logging surveillance due to the coronavirus, which gave 
both small- and large-scale farmers to expand their farmland. Municipalities where large-scale 
logging is observed have produced commodity crops for exportation. Vice versa, products of the 
small-scale farmers were likely distributed to close areas from the production place.

研究分野：森林科学

キーワード： アマゾン　森林減少　環境政策　小農　食糧の安全保障　アグリビジネス　コモディティ　衛星画像解
析

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
アマゾンの森林減少はブラジル一国の問題ではなく、農作物・畜産物の輸入によって影響を与え、気候変動や気
象異常の影響を受けるという面で他国も無関係ではない。諸国のコモディティ消費が国際市場を通して大規模な
森林減少に影響していることは、社会的な環境への間接的な責任意識の向上に繋げることができると期待でき
る。この成果は大学生や一般向けの著書として刊行を予定している。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



基盤研究（Ｂ）（一般）１ 

様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
本課題申請時、世界各国でアマゾンの大規模
森林火災が大々的に報道された。アマゾン(バ
イオーム)における、森林火災の発生地の衛星
データからは、これら火災が自然災害ではなく
人為災害であることを明示していた。ブラジル
の農業はブラジルの社会構造を反映しており、
大資本による輸出を目的としたアグリビジネ
スと、貧困層による生業や小規模流通を目的と
した小農に分かれる。広大な国土を活用したア
グリビジネスによる一次産物輸出は重要な外
貨獲得手段として欠かせない。同時に、小農ら
による農地開拓は、社会的移動が困難なブラジルの社会構造において、多数を占める貧困層
の生活基盤の安定に不可欠な手段である。ブラジルは資源大国であるゆえ国家の発展と国土
開発は表裏一体であり、時の政府がどのような開発・環境政策を行うかが、ブラジルの森林
の命運を左右してきた。本課題開始時のブラジル政治は、リベラルな労働者党政権による環
境保護を重視した政策から、保守的なボルソナーロ政権による経済開発を重視する政策へと
大きく変化した時期である。 
 
２．研究の目的 
本課題は、近年のアマゾンの森林における急激な脆弱化のプロセスを、労働者党政権期と
ボルソナーロ政権期に区分し時系列比較を行うことを目的とし、政権交代に伴う環境政策の
転換に、①ブラジルのアグリビジネスと小農がどのように反応したか、②森林面積や土地利
用の変化との相関関係が確認されるか、③それがブラジルの社会にいかなる影響をもたらし
たのかを、環境政治・リモートセンシング・開発・農林業を専門とする文理横断の研究者ら
が、科学的かつ統合的に検証しようとした研究である。 
 
３．研究の方法 
（１）政権交代による環境政策の変遷についての研究方法 
入手可能なアマゾン保全と環境政治に関係する先行文献を渉猟した。研究課題の全体像を
把握するため、想定する 2003～2022 年以より前の環境政策が登場した 1970 年代までさかの
ぼり、2022 年に至る連邦と州のレベルの主な環境政策関連のタイムラインを作成し、各分野
の基礎となる時系列データセットを作成した。2022 年度と 2023 年度にバイーア州サルバド
ール市や、パラ州のベレン市、アルタミラ市などの複数の都市において連邦政府・州政府へ
の環境政策に従事する者への聞き取りや、公文書・日本で入手できない一次資料収集を目的
とした調査を実施した。 
（２）衛星画像分析によるアマゾン森林減少に関する評価の研究方法 
 本研究では、MapBiomas collection 6（2021）を土地利用/土地被覆データとして使用した。
時間解像度は 1985 年から 2020 年まで 1 年毎、空間解像度は 30m である。各マルチスペクト
ルセンサーデータを機械学習手法の一つであるランダムフォレストや U-Net 畳み込みニュー
ラルネットワークにより分類を行った。解析手法は①MapBiomas Collection 6 データを用い
て、11 種の土地利用/土地被覆タイプを抜き出す。②各年の Pasture と Soybean 分布図を用
いて、隣り合うもしくは対角線上に存在する連続したグリッドを 1 つの集団としてグループ
化する。③各グループの面積を計算し、その面積が 50ha 以下の場合は「小規模」へ、面積が
50ha より大きい場合は「大規模」へ分類する。各グループを 1パッチとしてその総数を各年
で数える。④対象年（Year (n)）の前年（Year (n-1)）に牧草地（大豆耕作地）以外の土地利
用/土地被覆タイプから、対象年に牧草地（大豆耕作地）へ変化した箇所を抽出する。⑤Step4
で抽出した空間分布と Step3 で抽出した大規模・小規模パッチの空間分布を重ね合わせるこ
とで、分類された大規模及び小規模のパッチが、どの土地利用/土地被覆タイプから変化した
ものかを明らかにする。 
（３）大規模農業とアマゾン森林減少の関係についての研究方法 
文献調査やデータの収集を行い、ブラジルや法定アマゾンにおける大豆やトウモロコシや
家畜の生産と輸出の分析を行なった。 
（４）小規模農業とアマゾン森林減少の関係についての研究方法 
 土地農牧公社(CPT)の土地に関する紛争データから、土地に関する収奪・追放・侵入・脅迫
等、同殺人数、土地改革院(INCRA)のデータからアカンパメント数について整理し、政権の変
化との関係について傾向を明らかにすることを試みた対象地として、州都ベレンから 60km に
ある都市近郊域と、ベレンから直線距離にして 210km の遠隔域の農村集落を選定し、パラ州



 

 

内の２つの自治区を対象として、2022 年には土地利用および農業生産物の流通範囲、2023 年
には政権交代による農業支援の変化の有無についての聞き取り調査を行った。 
 
４．研究成果 
（１）政権交代による環境政策の変遷についての研究成果 
2022 年 8 月から 2023 年 3 月にかけてブラジリア連邦直轄地・サンパウロ州、サルバドー
ル州・パラ州・マトグロッソ州など、経済開発と環境保全の問題に直面する地域において文
献および聞き取り調査を実施した。近年のブラジル環境政治の動向を 3 つの次期に区分し、
アマゾン森林減少をめぐる問題の争点を整理した。第一期を PPCDAm（ブラジル森林削減阻止・
管理計画）が効果を発揮し、森林減少の原則に成功した労働者党政権前期、第二期を森林伐
採防止の効果が損なわれた労働者党政権後期・テメル政権期、第三期を環境制度の弱体化と
大規模開発の促進で再び森林破壊が増加したボルソナーロ政権期に区分できる。どの政権も、
ブラジルの大豆生産を中心とした開発を進める意向をもった農牧関係の議員と政治団体との
政治的調整に苦心し、環境制度を改正するためには一得一失となる関係となっていた。ボル
ソナーロ政権の政策はアマゾンの森林伐採を推進する根本的な原因とまでは断定できなかっ
たが、政権交代のタイミングで既存の複合的な問題を加速する要因になった。当初、対象期
間と想定していた 2003 年～2022 年の労働者党政権、テメル政権、ボルソナーロ政権に加え、
2022 年大統領選でふたたびルラ政権に交代したことで、この政権交代によってアマゾン森林
保全と開発の政策による変化がアマゾンの熱帯雨林の伐採増減に与える効果も確認できた。 
 
（２）衛星画像分析によるアマゾン森林減少に関する評価の研究成果 
 1985 年よりマットグロッソ州南部・東部およ
びパラ州北部・東部で分布していた大規模牧草地
（>50ha）は高速道路に沿ってよりアマゾン内部
へと入植していった（図 2 ピンク）。2006 年と
2020 年でパラ州南部の高速道路沿い付近では大
規模牧草地の拡大がみえた。小規模開発（50ha≦）
の分布の多くが大規模開発の分布と傾向が似て
いたが、小規模開発の方がより奥地へ入植する傾
向がみられた（図 2青）。パッチ数としては大規
模開発も小規模開発も劇的な変化は見られない。
これは牧草地が劣化し他の農用地へと転換され
パッチ数としてはさほど変化がないように見え
るためである。図 3 に各土地利用から牧草地へ
変化した面積の内訳を示す。マットグロッソ州
の大規模及び小規模牧草地は 76～79%程度が森
林由来であり、残りは他の農用地からの転用で
ある。政権期間ごとに傾向をみると、森林減少に
成功した①労働者党政権前期では、森林から牧
草地への転用が劇的に減少している。大規模開
発と小規模開発で比較すると、その影響は大規
模開発の方が大きい。森林破壊防止策が弱体化
したとされる②労働者党政権後期からテメル政
権期では、森林から牧草地への転用は 2009～
2010 年とあまり変わらない。森林破壊が再び増
加したと言われている③ボルソナーロ政権期で
は、大規模開発については②から少し増えて 2007 年～2008 年と同程度の結果となった。小
規模開発で森林から牧草地への開発が増加傾向にあった。パラ州の大規模及び小規模牧草地
は 87～95%程度が森林由来で、ほぼ全て自然植生からの変換である。政権期間ごとに傾向をみ
ると、大規模及び小規模開発ともに、①では MTと同様に減少したが、②では増加傾向を示し
た。また、③では森林破壊が最も多かった 2005 年前後の森林から牧草地転換面積を上回る結
果となった。 
1985 年にマットグロッソ州南部のみ分布していた大規模大豆耕作地（>50ha）は、2006 年
には MT 中部へ大きく拡大した。2020 年には、マットグロッソ州東部・北部にも拡大し、パラ
州東部・南東部へも拡大が始まっている（図 4ピンク）。小規模開発と大規模開発の分布は似
ているが、小規模開発の方が大規模開発よりも先んじて入植している傾向がみられた（図 4
青）。パラ州の大規模及び小規模開発は、ボルソナーロ政権期に入って劇的に増加しているこ
とが分かった。マットグロッソ州の大規模及び小規模大豆耕作地は、牧草地及び他の農用地
からの転用が 81～85%程度であり、森林からの変換は 2～3%ほどであった(図 5)。政権期間ご
とに傾向をみると、森林減少に成功した①労働者党政権前期では増加傾向にあった森林から
大豆耕作地への変換が 2006 年以降減少している。森林から大豆耕作地への変換が減少した理
由は、2006 年以降始まったアマゾン森林伐採地域で栽培された大豆の取引を行わないとする



 

 

「大豆モラトリアム」の結果である。森林から
大豆耕作地への変換が減少すると同様に 2006
年以降他の農用地及び牧草地からの転用も減少
した。森林破壊防止策が弱体化したとされる②
労働者党政権後期からテメル政権期に入ると、
他の農用地及び牧草地からの転用は 2005 年ご
ろと同様程度に増加した。森林から大豆耕作地
への変換はわずかであり、これは大豆モラトリ
アムの影響と考えられる。 
森林破壊が再び増加したと一般的には言われ
ている③ボルソナーロ政権期では、大規模開発
について他の農用地及び牧草地からの転用は②
と比べるとさほど大きな変化はないが、森林か
ら大豆耕作地への変換が微増した。小規模開発
については、①及び②の時期を上回るほど他の
農用地及び牧草地からの転用が増加しており、
森林から大豆耕作地への変換もわずかに増加し
ている。2000 年以降増加したパラ州の大規模及
び小規模大豆耕作地は、95～96%が他の農用地及
び牧草地からの転用で、森林からの変換はわず
か 2%程度であった。政権期間ごとに傾向をみる
と、大規模及び小規模開発ともに、①では牧草地
からの転用で増加したが、②では他の農用地及
び牧草地からの転用で3～5倍に増加した。また、
③では大規模開発は②に比べると減少傾向にあ

るが、小規模開発は②を超えて増加傾向にあることが分かった。          
 
（３）大規模農業とアマゾン森林減少の関係についての研究成果 
図 2 に示すように、1980 年代と比較して
2020 年にはマットグロッソ州、パラ州、ロン
ドニア州、アクレ州などの法定アマゾン州に
牧場開拓の前線が北上し、大豆やトウモロコ
シなどの穀物生産も劇的に増加した。森林減
少の二大原因である大豆と牛肉の輸出先とし
て中国への輸出の割合が増加しているため、
中国からの需要増加が森林破壊への間接的な
影響として変換される可能性があることが明
らかになった(表 1,図 7)。1985 年には森林は
アマゾンバイオーム中約 4億 3千万 haを占め
ていたが、2022 年までに森林の 4534 万 ha が牧草地、533 万
ha が農業に転用され、土地利用変化によって森林総面積の約
14%が失われた。大豆とサトウキビの栽培は 1985 年にはアマ
ゾンバイオームの農地利用総量の 34%を占めるに過ぎなかっ
たが、2022 年には 80% 以上を占めるに至った。1985 年から 
2022 年までに合計 13万 ha の牧草地が農業に転換された。こ
のうち大豆に 10 万 ha、サトウキビに 5 千 ha が転用された。
牧草地が回復した地域で大豆を栽培すると、森林破壊が軽減
される可能性がある一方、農地への転用を目的とした牧草地
開発が間接的に森林破壊につながっている可能性がある。ブ
ラジルでは「農業における適応と低炭素排出計画」に基づき、
荒廃した牧草地を回復し農業に組み込む農作物・家畜・森林
（ILPF）システムが行われてきた。これは農業と森林システム
を統合することで、アマゾン森林への負担を軽減し、森林破壊
を抑制しようとするものである。ABC ブランの実行期間中に約
5 千 4 百万 ha が ILPF システムの対象となり、19 千 4 百万 Mg
の CO2が削減された(ブラジル経済省貿易局,経済省) 。 
図 6 にブラジルの牛肉の生産量・輸出量・供給可能量の推移
を示す。2018 年頃から輸出量が増加し国内供給可能量が減少している。コモディティ生産によ
って国内生産量と輸出が増加する一方、国内の食糧安全保障を脅かしている可能性が挙げられ
る。今後はアマゾン開発による農地・牧草地で生産されたコモディティがどこで消費されるか
について解析を加え、貿易を通した海外諸国の森林減少への影響評価を行う予定である。 



 

 

（４）小規模農業とアマゾン森林減少の関係についての研究成果 
ボルソナーロ大統領は就任時から小農や先
住民、森林保護軽視の発言を繰り返したことか
ら、政権交代によって小農への圧力が変化した
可能性を検証した。土地改革に伴う暴力数はボ
ルソナーロ政権期に入って増加しているもの
の、殺人件数は減少している。一方で、アカン
パメント数は減少しているものの、土地改革に
よる森林減少面積はボルソナーロ政権への交
代に伴い増加しており、衛星画像解析で算出さ
れた傾向と同じであった(図 7)。ボルソナーロ
政権で大規模農場主が優遇、小農が被圧され対
照的な傾向が生まれると予測していたが、政治
的親和性よりもむしろ環境軽視の発言や態度が
繰り返されることで、大規模・小規模両方の開発
のステークホルダーにおいて、森林伐採へのハ
ードルを下げることに繋がったと考えられる。 
 図 8 は都市近郊域の生産物の流れについてま
とめた。生産者らのロットは小さいため、近距離
から中距離の顧客や、フェイラリーブレ(路上
市)への直接販売が多かった。また同じ郡内では
インフォーマルセクターの路上販売者が買い付
けに来ることも多い。調査した世帯の生産物の
ほとんどが近距離の同じ郡内から、中距離の近
隣自治体で消費されており、小規模農家の生産の
ほとんどが国内の、特に農村部における小さな流
通による食糧需要を支えていることが伺える。公
立学校の給食やフェイラリーブレでの購入層は、
経済的に比較的脆弱な層であり、小規模農家によ
る生産はこれらの人々の食糧安全保障を確保し
ていた(図 9)。アサイーやカカオなどの市場価格
の高い生産物を加工販売している世帯も多かっ
たが、全国規模のスーパーマーケットや海外に販
売するためには衛生基準をクリアした設備への投資が必要になる。生産者組合を組織すること
によってこの課題をクリアしようとする取り組みも認められた(図 9)。 
小規模農家の持続性を判定するためには、Census Tract と照らし合わせて、現地調査で生産
物の確認をするか、数年間の定点観測でバイオマスの回復が見られるかを確認する必要がある。
政権交代によって小農の活動による森林面積の減少が観察されたが、一次的な森林減少を理由
に小農の活動に制限をかけてしまうことは、小農の持続的な森林利用や土地改革を通した格差
是正に歯止めをかけることになってしまう可能性があると考えられる。 
 
（５）まとめ 
ボルソナーロ政権下では、小農・大規模農ともにアマゾンの森林伐採を促進されたことが明
らかになった。しかし、アマゾンにおける森林伐採は政権交代による直接的な影響よりも、世界
のコモディティ市場の動向に大きく左右されていることが示唆された。 
政権を取り戻した労働者党ルラ政権は、前回の政権時に環境大臣であったマリナ・シルバを
環境・気候変動担当大臣にアポイントした。新ルラ政権では、アマゾンでの森林対策とアマゾン
基金の復活、鉱業奨励規則の撤回、監視機関の再建や環境犯罪の防止に取り組んだ。市民社会と
の対話を重視する傾向が復活したことによって 2023 年 8 月にベレンで開催されたアマゾンサミ
ット開催直前には、政権交代後半年でアマゾン森林伐採率が大幅に減少したことが発表された。 
今後の本課題発展における焦点として、気候変動対策と低炭素社会の実現が地球規模の課題
となった現代において、①ブラジル・ルーラ政権が国内の環境分野と経済開発分野の両立にどう
取り組んでいくか。②多国間企業を中心としたバリューチェーンや州政府と企業団体との関係
性を特定することが課題となると考えられる。 
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